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代表取締役社長 西川

To Our Shareholders
ごあいさつ

■ 売上高（単位：百万円） ■ 営業利益（単位：百万円） ■ 経常利益（単位：百万円）
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ごあいさつ
株主の皆様におかれましては、ますますご清祥のこととおよろこび申しあげます。

ここに2008年3月期（2007年4月1日から2008年3月31日まで）の報告書

（KYOSAN REPORT）をお届けするにあたりまして一言ご挨拶申しあげます。

当社は、1917年の創業以来、「安全と信頼」をキーワードに信号システムのトップメーカ

ーとして、今日では、信号システムはもとよりパワーエレクトロニクス、バリアフリーある

いはセキュリティなどの広い分野に事業を展開しております。

また、事業そのものを通じて社会の公共性・安全性に深く関わります当社は、「交通とライ

フラインの安全確保」そして「社会の快適性向上」に寄与することで世の中に貢献すること

が使命であると考え、経営規範の適正化と社会への貢献、地球環境保護への配慮を常に意識

しながら事業の充実とその成果拡大に努めております。

さらに2017年に迎える創立100周年に向かいましては、更なる挑戦を続けるため、新た

な企業ビジョン「KYOSAN New Vision-100」を掲げて、「先進の技術」と「高い品質」

を通じ「安全と安心を創造し、進化させていく企業････信頼度ナンバーワン・京三製作所」

を目ざしております。

われわれは、「KYOSAN New Vision-100」のもとで着実に前進を続けながら、成長・

拡大を目ざした事業展開と適切なコーポレートガバナンスとの融合をもって、より一層の企

業価値ならびに信頼の向上に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し

あげます。
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「KY◎SAN New Vision-100」のもと、
常に前進を続け、チャレンジしていきます。

Top Message
トップ･メッセージ

■ 当期純利益（単位：百万円） ■ 総資産／純資産（単位：百万円） ■ 自己資本利益率（単位：％）
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当期の経営成績について

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善

と緩やかではあるものの個人消費の伸びに支えられて、景

気回復傾向で推移しておりましたが、年度の後半からは、

原油価格をはじめとする原材料価格の高騰と米国のサブプ

ライムローン問題に端を発した世界的な金融・経済の混迷

に少なからず影響を受けて、先行き不透明感を増す状況と

なりました。

当社グループの関連する業界におきましては、信号シス

テム事業のうち道路交通管制システム関連は、引き続き各

都道府県における事業予算の圧縮が続いておりますが、鉄

道信号システム関連では、大型案件のはざまにあたるもの

の、JRや民鉄各社のATSやATC装置などの安全対策やJR

東海N700系ATC車上装置など旅客サービス向上を目ざし

た積極的な設備投資の伸長によりまして堅調に推移いたし

ました。一方、電気機器事業の半導体応用機器（電源装置）

関連では、産業機器用分野での市況の低迷を受けて、極め

て厳しい事業環境のうちに推移いたしました。

このようななかで当社グループは、グループ経営の効率

化、市場の変化やお客様のニーズに即応した生産・調達体

制の改革に取り組み、高機能・高品質化、および高付加価

値製品の提供に努めてまいりました。

この結果、当社グループの業績につきましては、受注高

661億5百万円（対前期比8.1%減）、売上高654億7千5

百万円（対前期比0.6%増）となりました。

また、利益につきましては、持分法による投資損失の影

響を受けて、経常利益27億2千9百万円（対前期比11.7%

減）、当期純利益11億6千2百万円（対前期比33.4%減）と

なりました。
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中期経営計画　［全社戦略］

◎財務の信頼性確保�
◎業務の有効性向上�
◎セキュリティおよび�
　情報管理の確立�

◎決算早期化・�
　四半期決算定着�
◎グループの�
　財務管理統合と�
　効率化�

◎シニア有効活用�
◎人材の確保と�
　効果的育成�

◎研究･開発推進�
◎海外市場への�
　積極的展開�

◎工場･生産体制�
　再構築�
◎生産効率向上�
　（SCM徹底）�

キーファンクション�

アクション�

内部統制の�
機能化�

コーポレート�
ガバナンス強化�

および�
財務戦略強化�

人材戦略�
事業の拡充�
と構造転換�

生産拠点の�
再構築と整備�
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次期の見通しについて

当社グループをとりまく環境は引き続き予断を許さぬもの

がありますが、信号システム事業につきましては、次期も

JRや民鉄各社のATSやATC装置など、鉄道事業者の安全・

安定輸送に関する設備投資が継続されること、地下鉄や民鉄

各社においてホームドアなどホームの安全対策や路線の延伸

やダイヤ改正など旅客サービス向上を目的とした各種製品に

対しての需要が旺盛であることから、受注高・売上高ともに

堅調に推移するものと見込んでおります。次期の売上高につ

きましては、540億円を予定いたしております。

電気機器事業につきましては、産業機器用電源装置は、

半導体製造装置の市況回復の遅れから、生産調整の影響を

引き続き受けるものの、液晶パネルメーカーの設備投資計

画に一部回復の兆しがみえることに加え、比較的好調な通

信設備用電源装置やエコパワーとして世界的な需要の拡大

が予想される太陽光発電パネル製造装置用電源装置の更な

る拡販を行うことによって、電気機器事業全体では、受注

高・売上高ともに前年を上回り、次期売上高につきまして

は、140億円を予定いたしております。

以上のことから、次期業績の見通しといたしましては、

売上高680億円、経常利益38億円、当期純利益21億円を

見込んでおります。
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株主還元について

配当金につきましては、年間7円の安定配当を維持継続

してまいりましたが、当期の配当につきましては、前期に

創立90周年の記念配当3円を実施しましたことを機に、株

主の皆様方へ報いるため、経営環境や中期的な見通しも踏

まえて、年間10円の配当といたします。

中期経営計画について

「KYOSAN New Vision-100」のもと中期経営計画を

始動し1年が経過いたしました。

そのなかで、当社は中期経営計画の全社戦略の一環であ

ります主力工場の老朽化・非効率性を解消して生産効率向

上を目ざすことのアクションとして、本社・鶴見工場の一

部を建て替える、新工場の建設計画に着手いたしました。

このことは、今後の市場見通しと事業計画に連動した生

産設備、生産物流、ライフライン設備等の改善により、事

業効率の向上を図りますとともに生産能力の向上を目ざし

てまいります。

今回建設予定の新工場の予想図は、3ページの工場全景

写真の青色で示しておりますが、概要につきましては、適

時開示情報（平成20年3月26日付）をご覧ください。当社

ホームページからご覧いただけます。

また、事業展開につきましては、主力事業であります鉄

道信号システム、電源装置ともに国内はもとより、海外戦

略をより一層強化してまいります。その一例として鉄道の

近代化を目ざすBRICsや東南アジアなど新興諸国をターゲ

ットとすることはもちろんのことですが、ホームドアや可

動ステップなど当社開発製品の先行優位性を大いにいかし

て、将来的にはヨーロッパなど先進国へもビジネスチャン

スを広げて営業活動を展開してまいります。また、電源装

置においては、当社の『強み技術』である大電力・高電

圧・高周波の3つを実現する融合技術を武器に太陽光発電

パネル製造装置用電源装置などにおいて、拡大する海外市

場向けに積極的な事業展開を目ざしてまいります。

「KYOSAN New Vision-100」のもと、常に前進を続

け、チャレンジしていく京三製作所に大いにご期待ください。



Review of Operations
事業別の営業概況
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受注高 534億2千8百万円
（対前期比6.9％減）

売上高 524億7千万円
（対前期比 2.9％増）

信号システム事業

信号システム事業

電気機器事業

電気機器事業

受注高 126億7千6百万円
（対前期比12.9％減）

売上高 130億5百万円
（対前期比 7.9％減）

鉄道信号システムにつきましては、当期は大型案件のはざまにあ

たるものの、鉄道事業者のATS、ATC装置など信号保安設備への

旺盛な設備投資に支えられ、また、ホームドアなどホーム安全装

置や旅客サービス向上に向けた新線･線増工事、ダイヤ改正関連

の売上が寄与し、受注高は前期に比べて減少となりましたものの、

売上高は前期に比べて増加となりました。

また、道路交通管制システムにつきましては、交通安全施設等整

備事業の最終年度でありましたが、価格引き下げや企業間の競争

激化により、依然として厳しい事業環境のうちに推移いたしまし

た。このようななかで、警察庁のプロファイルモデル事業、新型

制御機（アルテミス）やLED式灯器などの受注拡大に努力いたし

ましたが、受注高･売上高ともに前期並みにとどまりました。

半導体応用機器につきましては、通信設備用電源装置は堅調に

推移いたしましたものの、産業機器用電源装置の低迷が影響し

て、受注高・売上高ともに前期に比べて減少となりました。

通信設備用電源装置は、携帯電話会社における設備投資計画の

前倒しや電力・ガス会社の設備投資の復調により受注高・売上

高ともに前期に比べて増加となりました。

産業機器用電源装置は、液晶パネルメーカーの設備投資抑制に

加え、半導体製造装置用のDC電源、RF電源もDRAMの価格

低迷による業界全体の生産調整の影響を受けて受注高・売上高

ともに前期に比べて大幅な減少となりました。

売上高合計

654億7千5百万円
（対前期比 0.6％増）

N700系ATC装置 太陽光発電パネル製造装置用電源装置 交流無停電電源装置KupixⅡ東京メトロ丸の内線ホームドアシステム

80.1% 19.9%
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本年3月30日に開業しました新交通システム
『日暮里・舎人ライナー』（日暮里～見沼代親水
公園）に信号保安システムを納入しました。

日暮里・舎人ライナー

当社半導体機器事業部が保有する技術が世界に

認められ、ドイツのHU
･ ･

TINGER社とD級特許使

用許諾契約を締結しました。

特許使用許諾契約締結

シンガポールのチャンギ国際空港に新しく開業
した第3ターミナルと既存の第1・第2ターミナ
ルを網羅する空港内旅客輸送システム（APM）
に信号保安システムを納入しました。
※APM : AUTOMATED PEOPLE MOVER

チャンギ国際空港新交通システム

当社ホームページをリニューアルしました。特

に製品情報、IR情報、英語コンテンツの内容を

充実しました。また、当社はホームページを重

要な情報発信源の一つと認識しており、株主や

投資家の皆様の理解を

助けると判断した情報

を随時、掲載

しておりま

す。是非、ご

活用下さい。

当社ホームページリニューアル

URL  http://www.kyosan.co.jp
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連結貸借対照表 （単位:百万円）

科　目 当期
2008.3.31現在

前期
2007.3.31現在

資産の部

流動資産 54,682 52,969

固定資産 24,289 27,890

有形固定資産 7,636 8,389

無形固定資産 806 647

投資その他の資産 15,846 18,854

資産合計 78,972 80,860

負債の部

流動負債 32,353 31,433

固定負債 14,398 15,504

負債合計 46,751 46,938

純資産の部

株主資本 30,159 29,715

資本金 6,270 6,270

資本剰余金 4,625 4,625

利益剰余金 19,310 18,870

自己株式 △ 47 △ 50

評価・換算差額等 2,061 4,109

少数株主持分 － 96

純資産合計 32,220 33,921

負債及び純資産合計 78,972 80,860

連結損益計算書 （単位:百万円）

科　目
当期

2007.4.1～
2008.3.31

前期
2006.4.1～
2007.3.31

売上高 65,475 65,093

売上原価 53,574 53,351

売上総利益 11,901 11,742

販売費及び一般管理費 8,703 8,794

営業利益 3,197 2,947

営業外収益 280 485

営業外費用 748 342

経常利益 2,729 3,090

特別利益 4 76

特別損失 251 112

税金等調整前当期純利益 2,482 3,054

法人税、住民税及び事業税 673 1,326

法人税等調整額 644 120

少数株主利益 2 △ 138

当期純利益 1,162 1,746

連結キャッシュ・フロー計算書　 （単位:百万円）

科　目
当期

2007.4.1～
2008.3.31

前期
2006.4.1～
2007.3.31

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,642 296

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 945 △ 496

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,220 △ 600 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 0 △ 0

現金及び現金同等物の増減額 1,475 △ 801

現金及び現金同等物期首残高 4,203 5,004

現金及び現金同等物期末残高 5,679 4,203

Consolidated Financial Statements
連結財務諸表
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連結株主資本等変動計算書 （2007.4.1～2008.3.31） （単位:百万円）

株主資本 評価・換算差額等

2007年3月31日残高 6,270 4,625 18,870 △ 50 29,715 4,179 △ 69 4,109 96 33,921

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 721 △ 721 △ 721

当期純利益 1,162 1,162 1,162

自己株式の取得等 3 3 3

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） △ 2,026 △ 22 △ 2,048 △ 96 △ 2,145

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 440 3 443 △ 2,026 △ 22 △ 2,048 △ 96 △ 1,701

2008年3月31日残高 6,270 4,625 19,310 △ 47 30,159 2,153 △ 91 2,061 ― 32,220

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等
合計

少数株主
持分

純資産
合計

●期末保有株式の株価下落

財務諸表チェックポイント

●期間中の売掛金回収が順調に推移

●営業活動によるキャッシュ・フローによる財務体質改善

●土地の減少とその他有形固定資産の増加

現金及び預金増加

長期・短期借入金減少

土地の売却資金による工場再整備

投資有価証券評価額減少

営業活動によるキャッシュ・フロー　プラス46億円

財務活動によるキャッシュ・フロー マイナス22億円

投資活動によるキャッシュ・フロー　マイナス9億円

連 結 貸 借 対 照 表 連結キャッシュ･フロー計算書
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KYOSAN EPOCH-MAKING COLUMN

また当時のカタログに「海に戦闘艦
陸に京三号」と記された、その性能は
非常に優れていました。それは
1937年3月、自動車メーカー数社の
参加のもとに富士登攀のテスト走行が
行われた結果、京三号に改良を加えた
四輪駆動車だけがゴール地点の6合目
まで到達することができたと言えばお
分かりいただけることでしょう。
しかし、残念ながら、京三号は戦時

1931年、日本フォード向けにテ
ールランプやマフラーを供給していた
当社は、独自に水冷式単気筒500cc
の小型トラックの試作に成功。京三自
動車商会を発足し「京三号」のブラン
ド名で販売を開始しました。更に、そ
の翌年には新たにＶ型2気筒750cc
の改良型を完成、本格的にこの車種の
量産化にも成功し、京三号は月産
150台を記録しました。

体制が進むにつれ資材枯渇の影響を受
け、生産は次第に不如意の状態となり、
遂に1938年には製造が中止となり
ました。
約7年間で合計2,050台が生産販

売された、戦前日本を代表する小型ト
ラック京三号。もし、開発製造が続い
ていたならば、京三号は国内の自動車
の歴史を塗り替える存在となっていた
かもしれません。

当社は、1917年に東京神田淡路町に

東京電機工業株式会社として創立され、

90年以上に亘って先進技術によって

時代を切りひらく歴史を歩んできました。

ここでは当社の技術や歴史を語る上で

欠かせない製品を紹介していきます。

第一回目の今回は小型トラック「京三号」です。

富士山を疾駆した
幻の自動車「京三号」
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1917年9月3日
62億7,030万円
〒230-0031
横浜市鶴見区平安町二丁目29番地の1
本社・工場 横浜市鶴見区
神奈川事務所 横浜市神奈川区
東京事務所 東京都千代田区
末吉事業所 横浜市鶴見区
支社・支店 大阪支社・札幌支店・

仙台支店・名古屋支店・
広島支店・九州支店（福岡）・
四国支店（高松）

1,046名

設 立
資 本 金
本 社

主 要 な 事 業 所

従 業 員 数

日本生命保険相互会社 5,884 9.36
株式会社横浜銀行 3,124 4.97
株式会社三菱東京UFJ銀行 2,700 4.29
京三みづほ会 2,487 3.95
日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

2,347 3.73

大和生命保険株式会社 2,213 3.52
京三製作従業員持株会 2,121 3.37
京王電鉄株式会社 2,051 3.26

Company Information
会社情報

Stocks Information
株式情報（2008年3月31日現在）

会社概要（2008年6月1日現在）

会社役員（2008年6月27日現在）

大株主

株式・株主の分布状況

発行可能株式総数 160,000,000株
発行済株式総数 62,844,251株
株主数 5,712名

株式の状況

株主名 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）

①金融機関 26,231千株 41.74％

②金融商品取引業者 435千株 0.69％

③その他の法人 6,502千株 10.35％

④外国法人等 8,478千株 13.49％

⑤個人･その他 21,196千株 33.73％

①1,000株未満 102千株　　0.16％

②1,000株以上 10,214千株　 16.26％

③10,000株以上 5,939千株　　9.45％

④50,000株以上 2,119千株　　3.37％

⑤100,000株以上 44,469千株　 70.76％

所有者別分布状況

所有株数別分布状況

①�

②�

④�

⑤�

③�
①�

②�

③�

④�

⑤�

代表取締役社長 西　川　　　
取締役 主席常務執行役員 渡　辺　貞　綱
取締役 常務執行役員 �　橋　　　浩
取締役 常務執行役員 日　向　和　雄
取締役 執行役員 西　田　繁　信
取締役 執行役員 渡　 弘　一
取締役 執行役員 戸子台　　　努
取締役 執行役員 東　方　久　純
取締役 江　坂　文　秀
取締役 藤　本　克　彦
常勤監査役 稲　葉　安　正
監査役 平　岡　道　弘
監査役 横　山　英　寛
監査役 大　島　正　寿
主席常務執行役員 守　雅
執行役員 宮　� 和　明
執行役員 上　西　寛一郎
執行役員 菅　野　　　勉
執行役員 杉　田　信　一
執行役員 園　田　　　博
執行役員 小野寺　　　徹


